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７ 以上により，私は，本件定数配分規定は，
本件選挙当時，違憲であり，いわゆる事情判決の
法理により，請求を棄却した上で，主文において
本件選挙が違法である旨を宣言すべきであると考
える。

最高裁判所大法廷
裁判長裁判官 竹Ä 博允

裁判官 田原 睦夫
裁判官 櫻井 龍子
裁判官 竹内 行夫
裁判官 金築 誠志
裁判官 須藤 正彦
裁判官 千葉 勝美
裁判官 横田 尤孝
裁判官 白木 勇
裁判官 岡部喜代子
裁判官 大谷 剛彦
裁判官 寺田 逸郎
裁判官 大橋 正春
裁判官 山浦 善樹
裁判官 小貫 芳信

当 事 者 目 録
上 告 人 佐藤 保子
同訴訟代理人弁護士 升永 英俊

久保利英明
伊藤 真
長尾 浩行

被 上 告 人 秋田県選挙
管理委員会

同 代 表 者 委 員 長 田中 伸一
同 指 定 代 理 人 青野 洋士

佐久間健吉
近藤 裕之
横山 真通
箕浦 桃子
樽井 勉
青野 卓也
井上 博隆
宮田 康宏
林 潤子
菊地 京幸
菅原 紅子
高橋 栄
千葉 大冊
小柳 公成
畠山 秀樹

上告人冨永正一，被上告人宮崎県選挙管理委員
会間の選挙無効請求事件について，平成24年10月
17日大法廷において次のような判決があった。（最
高裁判所）
平成２３年（行ツ）第１３５号

判 決
当事者の表示 別紙当事者目録記載のとおり
上記当事者間の福岡高等裁判所宮崎支部平成22

年（行ケ）第１号選挙無効請求事件について，同
裁判所が平成23年１月28日に言い渡した判決に対
し，上告人から上告があった。よって，当裁判所
は，次のとおり判決する。

主 文
本件上告を棄却する。
上告費用は上告人の負担とする。
理 由

上告代理人升永英俊，同久保利英明，同伊藤真
の上告理由について
１ 本件は，平成22年７月11日施行の参議院議
員通常選挙（以下「本件選挙」という。）について，
宮崎県選挙区の選挙人である上告人が，公職選挙
法14条，別表第３の参議院（選挙区選出）議員の
議員定数配分規定（以下，数次の改正の前後を通
じ，平成６年法律第２号による改正前の別表第２
を含め，「参議院議員定数配分規定」という。）は憲
法14条１項等に違反し無効であるから，これに基
づき施行された本件選挙の上記選挙区における選
挙も無効であると主張して提起した選挙無効訴訟
である。
２ 原審の適法に確定した事実関係等の概要

は，次のとおりである。
\ 参議院議員選挙法（昭和22年法律第11号）
は，参議院議員の選挙について，参議院議員250

人を全国選出議員100人と地方選出議員150人とに
区分し，全国選出議員については，全都道府県の
区域を通じて選出されるものとする一方，地方選
出議員については，その選挙区及び各選挙区にお
ける議員定数を別表で定め，都道府県を単位とす
る選挙区において選出されるものとした。そして，
各選挙区ごとの議員定数については，定数を偶数
としてその最小限を２人とする方針の下に，昭和
21年当時の人口に基づき，各選挙区の人口に比例
する形で，２人ないし８人の偶数の議員定数を配
分した。昭和25年に制定された公職選挙法の参議
院議員定数配分規定は，以上のような選挙制度の

仕組みに基づく参議院議員選挙法の議員定数配分
規定をそのまま引き継いだものであり，その後，
沖縄返還に伴って沖縄県選挙区の議員定数２人が
付加されたほかは，平成６年法律第47号による公
職選挙法の改正（以下「平成６年改正」という。）
まで，上記議員定数配分規定に変更はなかった。
なお，昭和57年法律第81号による公職選挙法の改
正（以下「昭和57年改正」という。）により，従来
の個人本位の選挙制度から政党本位の選挙制度に
改める趣旨で，参議院議員選挙についていわゆる
拘束名簿式比例代表制が導入され，各政党等の得
票に比例して選出される比例代表選出議員100人
と都道府県を単位とする選挙区ごとに選出される
選挙区選出議員152人とに区分されることになっ
たが，比例代表選出議員は，全都道府県を通じて
選出されるものであって，各選挙人の投票価値に
差異がない点においては，従来の全国選出議員と
同様であり，選挙区選出議員は従来の地方選出議
員の名称が変更されたものにすぎない。
] 選挙区間における議員１人当たりの人口の
最大較差は，参議院議員選挙法制定当時は１対
2•62（以下，較差に関する数値は，全て概数であ
る。）であったが，その後，次第に拡大した。昭和
52年７月に施行された参議院議員通常選挙（以下
「昭和52年選挙」という。）における選挙区間の投
票価値の較差は最大１対5•26に拡大し，最高裁昭
和54年（行ツ）第65号同58年４月27日大法廷判決・
民集37巻３号345頁（以下「昭和58年大法廷判決」
という。）は，いまだ違憲の問題が生ずる程度の投
票価値の著しい不平等状態が生じていたとするに
は足りない旨判示したが，平成４年７月に施行さ
れた参議院議員通常選挙（以下「平成４年選挙」
という。）における選挙区間の投票価値の較差が最
大１対6•59に拡大するに及んで，最高裁平成６年
（行ツ）第59号同８年９月11日大法廷判決・民集
50巻８号2283頁（以下「平成８年大法廷判決」と
いう。）は，結論において同選挙当時における上記
議員定数配分規定が憲法に違反するに至っていた
とはいえないとしたものの，違憲の問題が生ずる
程度の投票価値の著しい不平等状態が生じていた
ものといわざるを得ない旨判示した。
他方，平成６年改正は，上記のように１対6•59

にまで拡大していた選挙区間における議員１人当
たりの選挙人数の最大較差を是正する目的で行わ
れ，前記のような参議院議員の選挙制度の仕組み

に変更を加えることなく，直近の平成２年10月実
施の国勢調査結果に基づき，できる限り増減の対
象となる選挙区を少なくし，かつ，いわゆる逆転
現象を解消することとして，参議院議員の総定数
（252人）及び選挙区選出議員の定数（152人）を
増減しないまま，７選挙区で定数を８増８減した
ものであり，上記改正の結果，上記国勢調査結果
による人口に基づく選挙区間における議員１人当
たりの人口の最大較差は，１対6•48から１対4•81

に縮小し，いわゆる逆転現象は消滅することと
なった。その後，平成６年改正後の参議院議員定
数配分規定の下において平成７年７月及び同10年
７月に施行された参議院議員通常選挙当時の選挙
区間における議員１人当たりの選挙人数の最大較
差は１対4•97及び１対4•98であったところ，こう
した国会における較差の縮小に向けた措置を踏ま
え，最高裁平成９年（行ツ）第104号同10年９月
２日大法廷判決・民集52巻６号1373頁及び最高裁
平成11年（行ツ）第241号同12年９月６日大法廷
判決・民集54巻７号1997頁は，上記の較差が示す
選挙区間における投票価値の不平等は，投票価値
の平等の有すべき重要性に照らして到底看過する
ことができないと認められる程度に達していると
はいえず，上記改正をもって立法裁量権の限界を
超えるものとはいえないとして，当該各選挙当時
における上記議員定数配分規定が憲法に違反する
に至っていたとはいえない旨判示した。

^ 平成12年法律第118号による公職選挙法の
改正（以下「平成12年改正」という。）により，比
例代表選出議員の選挙制度がいわゆる非拘束名簿
式比例代表制に改められるとともに，参議院議員
の総定数が10人削減されて242人とされた。定数
削減に当たっては，選挙区選出議員の定数を６人
削減して146人とし，比例代表選出議員の定数を
４人削減して96人とした上，選挙区選出議員の定
数削減については，直近の平成７年10月実施の国
勢調査結果に基づき，平成６年改正の後に生じた
いわゆる逆転現象を解消するとともに，選挙区間
における議員１人当たりの選挙人数又は人口の較
差の拡大を防止するために，定数４人の選挙区の
中で人口の少ない３選挙区の定数を２人ずつ削減
した。平成12年改正の結果，いわゆる逆転現象は
消滅したが，上記国勢調査結果による人口に基づ
く選挙区間における議員１人当たりの人口の最大
較差は１対4•79であって，上記改正前と変わらな
かった。
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